
各ワーキンググループの2024年度活動報告

及び2025年度の取組について

資料１



農林水産業振興ワーキンググループの取組

1



活動報告

■第１回ワーキンググループ
2024年６月27日（木）

＜概要＞
県から農林水産業の担い手に関する現状や課題などを共有するとともに、今後の政策検討に
向けて、県から政策アイデアを例示し、意見交換を行った。

■第２回ワーキンググループ
2024年９月４日（水）
＜概要＞
県から検討中の施策（案）を提示して、意見交換を行った。

■第３回ワーキンググループ
2025年２月14日（金）

＜概要＞
県における担い手確保・育成に係る対策案及び市町村における担い手確保・育成に係る取

組を共有し、各施策等の円滑な推進のための連携 ・協力について意見交換を行った。

■市町村からの政策提案の募集
2024年 6月28日(金）〜7月24日（水）
9市町から19件の提案があり、提案市町に対して個別ヒアリングを実施した。

活動経過
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活動報告

主な内容分類

・子どもや学生、非農業者に向けた農林水産業の魅力発信（イベント、動画配信など）

・農林水産業体験、インターン情報の集約・発信

・県と市町村で就業関連情報を共有し、参入希望者に斡旋できる仕組みの構築（農地、住
居、研修、子育て等の生活関係などの情報）

・新規就農者に対するフォローアップ体制の強化

・販路確保のためのマッチング

・親元就農者確保に向けた支援

新規参入促進

・新技術の導入支援（新たな養殖技術、スマート農業など）

・後継者育成のための補助事業等の要件見直し

・森林組合以外の森林経営体の育成、自伐林家の育成

経営基盤安定化

・新たなブランド品目の開発、販売、関連事業者とのマッチング

・農漁業者と観光宿泊施設とのマッチング、体験ツアー企画等

・農家レストランや観光農園等の整備・運営

地域活性化

市町村からの政策提案の概要
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2025年度の取組

新規参入促進

経営基盤安定化

地域活性化

事 業 名
①農林漁業者確保推進事業費

②農業人材力強化総合支援事業費補助金

③新たな養殖業導入促進事業費

④森林環境譲与税活用事業費人材育成事業費

⑤農泊地域プロモーション事業

予 算 額

32,740 千円

60,000 千円

9,400 千円

19,951 千円

4,574 千円

あいち型産地パワーアップ事業 350,000 千円

50,000 千円
令和６年12月補正

※新しい地方経済・生活環境創生交付金

※は、活用を見込んでいる国の交付金等

※新規就農者育成総合対策

※森林環境譲与税

※農山漁村振興交付金のうち地域資源活用
価値創出推進・整備事業（農泊推進型）

・就業支援プラットフォームの整備

・新規親元就農者に対する支援

・新技術を活用した養殖を開始する産地支援

・高性能林業機械の導入支援等

・農山漁村に滞在して農業体験などを行う農泊モニターツアーの実施

実施する事業の概要
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2025年度の取組

2025年度の予定
・各施策の推進に対する協力
事業の詳細設計にあたっての調査、ヒアリング等
事業実施に係る地域調整
補助金等、交付対象者の把握、取りまとめ、申請・交付手続き など

・2026年度以降の施策推進に向けた課題の整理、対応等の検討

2025年度（案）2024年度

＜WG＞

＜対策検討会議＞

▲2/14

▲3/28

・事業周知
・事前調査
・意向把握 など

課題・改善点等に対する検討 次年度事業へ

＜WG＞
▲（7月頃）▲（4〜6月頃） ▲（２月頃）

＜施策毎に＞
・進捗報告
・施策に反映すべき課題等の洗い出し

など

＜WG＞
・進捗報告
・次年度計画

など

各施策の推進

※スケジュールは、現時点の案。開催時期や回数等は施策の推進状況などを踏まえて調整するため、今後変更の可能性あり。
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市町村の取組
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市町村の取組
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市町村の取組
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市町村の取組
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地域交通確保ワーキンググループの取組
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ワーキンググループはじめ、市町村・事業者・国・他都道府県に対するヒアリングやアン

ケートを累計50回以上行うなどコミュニケーションを密に取り、公共交通を取り巻く環境

や課題について整理した。

• 需要に応じた効率的な移動手段の確保

人口減少や少子高齢化の進行、自ら運転できない児童や学生、免許返納者への対応

• 駅等の広域的な拠点へのアクセスの確保

地域の活性化やにぎわいの創出、観光など交流人口の増大が必要

2024年度活動報告【人口減少での公共交通の課題】

観点２ 地域内交通のモード最適化、交通空白地解消

【主な意見】

交通空白地等で新しい取組を実施する際には、地域の関係者との

調整が重要。住民の公共交通に関する理解を高める施策は効果的。

観点１ 幹線軸の交通の維持・充実

【主な意見】

市町村内の交通だけでは生活を守れないこと

から、複数市町村にまたがる交通が重要。

観点３ 担い手の確保

【主な意見】

本県に移住してもらい、地域公共交通を支える人材として活躍していただければ、人口減少対策にもつながる。

県・市町村で連携しながら施策に取り組み、持続可能な公共交通ネット

ワークの構築を推進していく

これらの課題に対し、３つの観点

で施策検討・立案
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交通WG

地域間の移動を支える交通の維持・充実を図るとともに、 地域内交通については地域の

実情に応じた交通モードへの転換や交通空白地の解消に向けた施策を展開していく。

【観点１】幹線軸（地域間）の交通の維持・充実

【観点２】地域内交通のモード最適化、交通空白地解消

県及び市町村の今後の取組

主な取組

• 【拡充】バス補助金の路線拡大
旧市町村域を跨ぐ路線や一部コミュニティバス等を補助路線に追加

• 【継続】MaaS実証実験
複数市町村の連携による周遊や交流を促進する取組を支援

県

• 高校生向け通学定期券などの購入補助

• 待合設備（什器、トイレ等）の改修

市町村

主な取組

• 【新規】公共ライドシェア立上げ支援
導入に向けた地域の気運醸成、合意形成を促進

• 【継続】AIオンデマンド実証実験
市町村域を跨ぐ交通空白の課題解消を支援

県

• 共助交通の取組に係る情報発信や補助

• 住民主体の地域交通に対する運営費補助

市町村
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交通WG

【観点３】担い手の確保

主な取組

• 【新規】地域交通等に取り組む人材の育成
• 【新規】「外国人材受入サポートセンター（仮称）」の設置

県

• 外国人運転士の確保に向けた事業者、語学学校との包括連携協定の締結

• 公共ライドシェアのドライバー報酬に対する補助

市町村

【来年度の取組】

 人口問題対策検討会議ワーキンググループの継続開催

（2回程度）

• 新規事業を中心に進捗確認やフォローアップ、事例

の横展開等を行う

• 事業の深度化に向けた施策や新たな課題が顕在化

する場合の対応について検討を進めていく

 市町村・事業者との情報共有の促進

• 県内全市町村や交通事業者などが構成員となって

いる県公共交通協議会と本WGとの相互連携につ

いても事務局で検討を行っていく

県及び市町村の今後の取組
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空き家活用ワーキンググループの取組
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• ■ 移住希望者の住まいの確保に向けて空き家を利活用す
る際の課題・問題点民間不動産業者を通じて利活用

空き家ではなく新築を希望

除却を重視

固定資産税に対する懸念

空き家の利活用事業者が不足

雇用、子育て、交通機関などの環境

職員の契約に関する知識不足

①空き家所有者と利活用希望者とのマッチングが困難

②空き家情報の取得が困難

③空き家バンクの登録物件数（流通）が少ない

④老朽化など空き家の状態が悪い

⑤家財の処分が負担

⑥空き家所有者の利活用に対する意識不足・不安・抵抗感など

⑦法規制（市街化調整区域）

⑧農地を含めた処分が困難

⑨移住者を受け入れる地域の意識

構成員 オブザーバー
市町村アンケート調査結果（愛知県住宅計画課、地域振興室）

2024年度活動報告 空き家WG
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■ 移住希望者の住まいの確保に向けて空き家を利活用する際の課題・問題点



検討の方向性①

空き家の改修等
の支援

検討の方向性②

空き家の所有者
と移住希望者の
マッチング支援

検討の方向性③

特措法に基づく空き
家の利活用の促進

○ 空家等対策推進事業費補助金（うち民間空家住
宅等改修費補助事業）

空家等対策推進事業費補助金の移住・定住者向け改修への
活用支援

○ あいち空き家活用広域マッチングプラットフォー
ム運営費（新規）

移住希望者等が、市町村を限定せず広域で空き家を探せる、
専門家と連携した相談窓口を設置

○ 愛知の住みやすさ発信事業費（うち移住・定住
促進加速化事業（新規））

「愛知県移住・定住ポータルサイト」の掲載情報充実や利便性
向上を図るリニューアル

○ 市街化調整区域における空家等活用促進区域
の設定等について、各市町村それぞれの実情
や課題を踏まえ、市町村と共に検討

市町村から
の課題

検討の方向性 市町村を支援するための県の取組（2025年度）

老朽化

市街化調整
区域

マッチング

空き家情報

空き家バンク

家財処分

利活用

農地処分

地域意識

2024年度活動報告
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■ 県の2025年度における取組



■ 市町村の2025年度取組案
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実施市町村取組内容

豊田市、新城市、
田原市、南知多町、
美浜町、設楽町、
東栄町、豊根村

空き家の改修に要する費用の一部を補助

補助金 豊田市、田原市、
南知多町、設楽町、
東栄町

空き家にある家財道具の処分等に要する費用の一部
を補助

美浜町空き家の取得に係る費用の一部を補助

田原市土地及び建物の登記に要する費用等の一部を補助

岡崎市、西尾市移住希望者等相談窓口の運営

空き家相談
豊田市

空き家活用希望者への事業相談、事業実施に係る伴
走支援等

田原市
空き家バンクの登録に向けた空き家所有者への個別
の働きかけ

その他 愛西市空き家実態把握調査を踏まえた施策検討

設楽町
空き家所有者と移住者との売買契約を仲介した宅地
建物取引業者への報奨

※市町村へのアンケート調査結果による

2025年度の取組 空き家WG

■ 市町村の2025年度における取組



 WGを年２回程度開催し、県及び市町村の取組について進捗状況を共有。

県内外の特徴的な事例を共有するとともに、新たな課題が顕在化した場合は
必要な対策を検討。

2025年度2024年度

県・市町村が連携し取組を推進

○

第
２
回
対
策
検
討
会
議

(3/28)

●

第
３
回
W
G

(2/17)

●

W
G

(夏頃) (年度末)

●

第
２
回
W
G

(8/30)

●

第
１
回
W
G

(6/28)

●

W
G

○

第
１
回
対
策
検
討
会
議

(5/17)

＜WG＞

•県及び市町村の取組の進捗状況共有
•県内外の特徴的な事例共有
•顕在化した課題の対策検討

など

○

対
策
検
討
会
議

2025年度の取組
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空き家WG

■ 2025年度のWG開催予定


